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 はじめに_ 
 

本報告書は、環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活

動の促進に関する法律（平成 16 年法律第 77 号。以下「環境配慮促進法」という。）

に基づき、環境省が公表する「環境配慮等の状況」についての報告書です。 

「環境配慮等の状況」とは、環境配慮促進法において「環境の保全に関する活動及

び環境への負荷を生じさせ、又は生じさせる原因となる活動の状況」と定義されてい

ます。環境省には、これらの活動に関する具体的な方針に相当するものとして、第二

次環境基本計画（平成 12 年 12 月 22 日閣議決定）に基づき定めている環境省環境配

慮の方針（平成 14 年 11 月 25 日環境大臣決定。以下「環境配慮方針」という。）

（http://www.env.go.jp/policy/kihon_keikaku/hairyo/hairyo.html）があります。 

環境配慮方針においては、具体的な環境配慮のための活動を、大きくオフィス活動

分野と政策分野に分け、前者については、事業者としての環境省の環境方針（平成

13 年 11 月１日環境大臣決定、平成 24 年６月 29日全部改正環境大臣決定。以下「事

業者方針」という。）（http://www.env.go.jp/info/manage/hosin.html）を定め、環

境省環境マネジメントシステム（平成 14年７月 ISO14001 認証取得）において目標を

設定し、その取組を推進しています。また、後者については、毎年度定める環境省政

策評価実施計画及び同計画の中に位置付けられる環境省施策体系を基に評価を行っ

て い ま す （ 平 成 24 年 度 環 境 省 政 策 評 価 実 施 計 画 に つ い て は

http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h24/keikaku.html、環境省施策体系については

http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h24/taikei.pdf）。なお、政府全体の環境施策

の内容、実施状況等については、環境白書において毎年公表しています（平成 25 年

版環境白書については http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h25/index.html）。 

 環境配慮方針については、同方針の「Ⅳ配慮の方針推進システム（環境管理シス

テム）」に基づき、同方針の実施状況について、平成 15 年（平成 14 年度分）以降、

毎年、環境省環境マネジメントシステム及び環境省政策評価実施計画の進行管理の中

で評価を行うことにより、自己点検を実施してきました。平成 19 年（平成 18 年度分）

までの５年間については、この自己点検の結果を、環境配慮等の状況として公表して

きました。 

平成 20 年（平成 19 年度分）からは、環境配慮等の状況を、環境配慮促進法に基づ

き特定事業者に作成及び公表が義務づけられている環境報告書と同様の充実した内

容とし、また、オフィス活動分野については、国等による環境物品等の調達の推進等

に関する法律（平成 12 年法律第 100 号。以下「グリーン購入法」という。）等に基

づき環境省が実施しているグリーン購入の状況、地球温暖化対策の推進に関する法律

（平成 10 年法律第 117 号。以下「地球温暖化対策推進法」という。）に基づき策定

されている政府実行計画（平成 19年３月 30 日閣議決定。以下単に「政府実行計画」

という。）等に基づき環境省が実施している温室効果ガスの排出量の削減等の状況等

も盛り込むこととして、全面的に見直し、環境報告書として公表することとしました。

このような形で公表するのは、今回が６回目となります。 

http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h25/index.html
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 環境省の組織及び職員数_ 
 

 環境省は、国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120 号）に規定する「省」であり、

環境省設置法（平成 11年法律第 101 号）に基づき設置されています。その任務は、

「地球環境保全、公害の防止、自然環境の保護及び整備その他の環境の保全並びに

原子力の研究、開発及び利用における安全の確保を図ること」です。 

 環境省の組織については、環境省設置法、環境省組織令（平成 12 年政令第 256 号）

等に定められており、具体的には、以下のような組織（平成 24年度末）で構成され

ています。 
 

・ 内 部 部 局 …  大臣官房、総合環境政策局、地球環境局※、水・大気環境局及

び自然環境局（大臣官房に廃棄物・リサイクル対策部、総合

環境政策局に環境保健部を設置） 

          ※地球環境局は平成24年７月17日に大同生命霞が関ビルに移転しました。 
 

・ 審 議 会 等 …  中央環境審議会、公害健康被害補償不服審査会、有明海・八

代海総合調査評価委員会、独立行政法人評価委員会、臨時水

俣病認定審査会、原子炉安全専門委員会、核燃料安全専門委

員会、放射線審議会 
 

・ 施設等機関 …  環境調査研修所 

           （環境調査研修所に国立水俣病総合研究センターを設置） 
 

・ 特別の機関 …  公害対策会議（環境大臣を会長とし、関係行政機関の長から

構成され、公害防止計画の策定の指示及び同意に係る審議等

を行う会議） 
 

・ 地方支分部局 …  地方環境事務所 

           （７箇所：北海道、東北、関東、中部、近畿、中国四国、九州） 
  
・ 外 局 … 原子力規制委員会（原子力規制委員会に事務局として原子力

規制庁を設置） 
 

・ 地方環境事務所の事務を分掌する機関として自然環境事務所、自然保護官事務所

等が設置されています。 
 

・ 環境省本省の内部部局には、本省庁舎組織（中央合同庁舎５号館（千代田区霞が

関１－２－２）及び大同生命霞が関ビル（千代田区霞が関１－４－２）にある環境

省の組織をいう。以下同じ。）のほかに、国民公園管理事務所（国民公園は、皇居

外苑、新宿御苑及び京都御苑の３箇所）、千鳥ヶ淵戦没者墓苑管理事務所及び生物

多様性センターがあります。 

 

   各組織の職員数と併せて整理すると、次頁のとおりとなります。 
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 本報告書の報告対象等_ 
 

（１） 対象組織  

 

本報告書では、政府実行計画の基準年が平成 13 年であることを考慮し、当時存

在していなかった原子力規制委員会（原子力規制庁）を除く環境省全体を対象とす

ることを原則とします。ただし、各種目標の設定状況等も踏まえ、本省庁舎組織の

みを対象とする部分もあります。 

 

 

（２）対象期間  

 

本報告書は、平成 24 年度末までの実績を対象としていますが、さらに詳しい取

組等については、平成 25 年度のものについても記載しています。 

 

 

（３）対象分野  

 

   本報告書に記載する環境配慮等の状況は、環境的側面を中心としていますが、一

部、社会的側面についても記載しています。 

 

 

（４）その他  

 

    本報告書は、環境配慮促進法第６条に基づき公表する環境配慮等の状況です。 

   また、本報告書は、 

   ・ 環境報告ガイドライン（2012 年度版）（平成 24年４月環境省） 

   （http://www.env.go.jp/policy/report/h24-01/index.html） 

    ・ 環境報告書の記載事項等の手引き（第２版）（平成 19年 11 月環境省） 

   （http://www.env.go.jp/policy/hairyo_law/tebiki_2nd-ed.pdf） 

    に準拠して作成しています。 
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 環境配慮等に係る計画、取組体制等_ 
 

「はじめに」で記したとおり、環境配慮方針においては、具体的な環境配慮のため

の活動を、大きくオフィス活動分野と政策分野に分け、前者については、グリーン購

入法や政府実行計画の適切な実施に努めるため、本省庁舎組織の活動を対象に事業者

方針を定め、環境省環境マネジメントシステムにおいて目標を設定し、その取組を推

進し、後者については、毎年度定める環境省政策評価実施計画及び同計画の中に位置

付けられる環境省施策体系を基に評価を行っています。 

 

 

（１） オフィス活動分野  

 

環境省の環境マネジメントシステムは、平成 14年７月、ISO14001 の認証を取得し

ています。同システムとして、環境省では、事業者方針を定めるとともに、環境省環

境マネジメントシステム設置要綱及び同運営要綱を定めています。 

環境マネジメントシステム運営要綱では、内部監査について規定しており、環境マ

ネジメントシステムが ISO14001 の要求事項に適合しているか否か、同システムが適

切に実施され、維持されているか否かについての内部監査を年に１回実施することと

しています。具体的には、内部監査実施要領を策定し、毎年度、年間実施計画を定め、

各年度の内部監査を行っています。 

また、毎年、環境マネジメントシステムの「目的、目標及び実施計画」を定めてお

り、目的及び目標の達成状況について、「環境マネジメントプログラムの達成状況」

として公表しています。 

グリーン購入については、グリーン購入法に基づき定められている環境物品等の調

達の推進に関する基本方針（以下、「グリーン購入法基本方針」という。）において、

重点的に調達を推進すべき環境物品等の種類（以下「特定調達品目」という。）及び

その判断の基準等が定められており、環境省では、毎年度、グリーン購入法基本方針

に即して環境物品等の調達の推進を図るための方針（以下「環境省調達方針」という。）

を作成し、同方針に従って、環境物品等の調達を行うとともに、調達実績の概要を取

りまとめ、公表しています。 

環境配慮契約については、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契

約の推進に関する法律（平成 19 年法律第 56 号。以下、「環境配慮契約法」という。）

に基づき定められている国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削

減に配慮した契約の推進に関する基本方針（以下、「環境配慮契約法基本方針」とい

う。）において、環境配慮契約を推進すべき契約とその基本的事項等が定められてお

り、環境省では、環境配慮契約法基本方針に従って、契約を行うとともに、契約実績

の概要を取りまとめ、公表しています。 

温室効果ガスの排出量の削減等については、環境省は、政府実行計画に基づき、環

境省がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出削減等のため実行すべき措置に

ついて定める実施計画（平成 19 年 10 月 12 日環境省。以下「環境省実施計画」とい
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う。）を策定しており、同計画に基づき、温室効果ガスの排出量の削減等に資する様々

な取組を実施しています。また、政府実行計画に基づき地球温暖化対策推進本部幹事

会が毎年行っている同計画の推進・点検に際し、環境省における温室効果ガスの総排

出量、取組項目ごとの進捗状況等も公表されています。 

 

 

（２） 政策分野  

 

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号。以下「政策評価

法」という。）に基づき、政府は、政策評価の計画的かつ着実な推進を図るため、政

策評価に関する基本方針を定めています。環境省では、環境省の所掌に係る政策につ

いて、当該基本方針に基づく環境省政策評価基本計画（平成 14 年４月１日決定、平

成 18 年４月１日改定、平成 20 年４月１日改定、平成 23 年４月１日改定）を定めて

おり、また、毎年、事後評価について定める環境省政策評価実施計画を策定していま

す。同計画では、環境省が行う政策、具体的には、同計画の別添として定められる環

境省施策体系に掲げる施策を対象として、事後評価を行うこととしています（平成

24 年 度 環 境 省 政 策 評 価 実 施 計 画 に つ い て は

http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h24/keikaku.html、環境省施策体系について

は http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h24/taikei.pdf。）。 

なお、評価結果の取りまとめに当たっては、学識経験を有する第三者からなる政策

評価委員会の助言を得るほか、広く国民の意見を聴くこととしています。 

 

 

以下では、これらの枠組みを踏まえつつ、環境配慮の取組の状況等及び環境施策の

状況について記します。 
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 環境配慮の取組の状況等  （オフィス活動分野） 
 

 １．インプット  

 

（１）電気使用量  

【 目 標 】 

○ 電気使用量については、政府実行計画において、「事務所の単位面積当たり

電気使用量を、平成 13 年度比で、平成 22 年度から平成 24 年度までの期間に

平均で概ね 90％以下にする」ことが、目標として掲げられており、環境省実施

計画では、政府実行計画の目標に貢献するため、環境省の電気使用量のさらな

る削減を図ることとしています。 
 
○ 本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24 年度、

25 年度目的、目標及び実施計画」において、「事務所の単位面積当たりの電気

使用量を平成 13 年度比で 60％以下とする」ことを掲げ、その具体的目標とし

て、「電気使用量を平成 13 年度比で 60％以下とする」ことを掲げています。 
 

【 実 績 】 

○ 過去の電気使用量及び事務所の単位面積当たり電気使用量は、以下のとおり

です。なお、本省庁舎組織の実績については、本省庁舎組織を対象としている

環境マネジメントシステムにおける基準と同様に、ＬＡＮ機器・照明・室内コ

ンセントの電気使用量の合計値となっています。 
 
   （注）電気使用量については、一部を除き、床面積割合による按分方式で算出して

います（例：中央合同庁舎５号館全体の使用量を、環境省の占める床面積割
合で按分し算出）。 

 

＜ 電気使用量 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

電気使用量(kWh) 13,418,076 13,454,064 13,060,294 13,871,999 14,761,923 11,392,100 

平成 13 年度を 100 と 
した場合の割合（％） 

100 100.3 97.3 103.4 110.0 84.9 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

電気使用量(kWh) 10,628,945 11,121,515 11,274,915 11,262,442 11,116,605 
11，425，224 
［791，613］ 

平成 13 年度を 100 と 
した場合の割合（％） 

79.2 82.9 84.0 83.9 82.8 85.1 

※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 
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＜ 電気使用量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

電気使用量(kWh) 908,622 875,127 848,426 840,511 823,859 624,857 

平成 13 年度を 100 と 
した場合の割合（％） 

100 96.3 93.4 92.5 90.7 68.8 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

電気使用量(kWh) 567,560 581,997 579,552 573,883 418,557 483,820 

平成 13 年度を 100 と 
した場合の割合（％） 

62.5 64.1 63.8 63.2 46.1 53.2 

 

 

 

＜事務所の単位面積当たり電気使用量＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

事務所の単位面積当たり 

電気使用量(kWh/m２) 
137.4 126.9 116.2 122.1 85.8 94.8 

平成 13 年度を 100 と 
した場合の割合（％） 

100 92.4 84.6 88.9 62.4 69.0 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

事務所の単位面積当たり 

電気使用量(kWh/m２) 
89.7 86.5 99.1 99.7 101.5 

100.4 
［88.6］ 

平成 13 年度を 100 と 
した場合の割合（％） 

65.3 63.0 72.1 72.6 73.9 73.1 

※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 
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 ＜ 事務所の単位面積当たり電気使用量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

事務所の単位面積当たり 

電気使用量(kWh/m２) 
110.3 106.2 103.0 102.0 100.0 75.8 

平成 13 年度を 100 と 

し た場合の割合（％）  
100 96.3 93.4 92.5 90.7 68.7 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

事務所の単位面積当たり 

電気使用量(kWh/m２) 
68.9 70.4 70.3 56.3 53.5 46.5 

平成 13 年度を 100 と 

し た場合の割合（％）  
62.5 63.8 63.7 51.0 48.5 42.2 

 

 
 

○ 原子力規制委員会を除く環境省全体を対象とした平成 24 年度の事務所の単

位面積当たり電気使用量は、平成 23年度に比べると減少し、平成 13 年度比で

も 73.1％であり、政府実行計画における「事務所の単位面積当たり電気使用量

を、平成 13 年度比で、平成 22 年度から平成 24 年度までの期間に平均で概ね

90％以下にする」という目標を達成しています。 

 

○ 本省庁舎組織を対象とした平成 24 年度の電気使用量は、平成 23年度に比べ

ると増加したものの、平成 13 年度比では 53.2％であり、環境マネジメントシ

ステムで掲げている「電気使用量を平成 13 年度比で 60％以下とする。」とい

う目標を達成しています。 

また、本省庁舎組織を対象とした平成 24年度の事務所の単位面積当たり電

気使用量は、平成 23 年度に比べると減少し、平成 13 年度比でも 42.2％であり、

「事務所の単位面積当たりの電気使用量を、平成 13 年度比で 60％以下とする」

についても達成しています。 
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【 電気使用量の削減に向けた取組 】 

○ 環境省実施計画においては、 

・ ＯＡ機器、家電製品及び照明については、適正規模のものの導入・更新、

適正時期における省エネルギー型機器への交換を徹底するとともに、スイッ

チの適正管理、発熱の大きいＯＡ機器類の配置の工夫等、エネルギー使用量

抑制対策を講じる。 

    ・ 夏期における執務室は、適切な冷房温度の下で快適に過ごせるよう「クー

ルビズ」を励行し、暑さをしのぎやすい軽装の実施などによって冷房時の室

温原則 28℃を徹底することとする。また、冬期における執務室は、適切な

暖房温度の下で快適に過ごせるよう「ウォームビズ」を励行し、快適に過ご

せるよう適切な服装や膝掛けなどの小物を活用する工夫などによって暖房

時の室温原則 19℃を徹底することとする。 

    ・ 冷暖房中の窓、出入口の開放禁止など、冷暖房効果が上がる方策を徹底す

る。 

    等の取組を進めることとしています。 

 

○ グリーン購入法基本方針において、ＯＡ機器、家電製品等は電気使用量の削

減に関する観点から判断の基準が定められています。環境省では、これらの物

品等について、環境省調達方針に基づき適切に調達を行うことで、電気使用量

の削減に向けた取組を進めます。 

  

○ 環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、25 年度目的、目標及び実施計

画」においても、「ＯＡ機器の節電を励行する」こと、「電灯・電気機器の節

電を励行する」こと、また、「地球温暖化対策推進のため、クールビズ、ウォ

ームビズの徹底、冷暖房運転の調整等により冷暖房温度を適切に設定する」こ

とについて掲げています。 

 

○ 環境省においては、これらの計画等に基づく取組を進め、電気使用量の削減

を進めてまいります。 

 



- 11 - 
 

 

【コラム①】第４回 省エネ・照明デザインアワード（平成 25 年度） 

 

環境省では、ＣＯ２排出量が 1990 年比で約５割増加している商業施設やオフィ

ス等の業務部門のうち、その約２割を占める照明について省エネ対策をより一層

推進するため、優れた省エネ効果と高いデザイン性の両立を達成している施設を

表彰する「第４回省エネ・照明デザインアワード（平成 25 年度）」を実施しまし

た。 

具体的には、新設・既設の施設等を所有する事業者等が、当該施設等の照明に

ついて省エネ型の照明を導入するとともに、照明器具の配置や光源の選び方など

を対象施設等の特性に応じて工夫したことで、優れたＣＯ２削減効果・省エネ効果

を達成しながらも魅力的な空間を実施した施設等を、省エネ・照明デザイン優秀

事例として公募を行いました。 

審査部門を①公共施設・総合施設部門、②商業・宿泊施設部門、③まち、住宅、

その他部門の３つに分けて公募を行ったところ、計 51 件の応募がありました。 

部門ごとのグランプリは、以下のとおりです。 

 

 ＜公共施設・総合施設部門＞ 

  ～建築物と融合した省スペース型ＬＥＤ照明で斬新 

   な空間を創出～ 
 

施設名：大船渡市民文化会館・ 
大船渡市立図書館（リアスホール） 

所在地：岩手県大船渡市 
事業者：岩手県大船渡市、 

株式会社新居千秋都市建設設計、 
株式会社ピーエーシー、株式会社エステック 

  

＜商業・宿泊施設部門＞  

  ～計画された無駄の内照明計画で快適な売り場 

づくりを実現～ 
 

施設名：ダイエー相武台店 
所在地：神奈川県座間市 
事業者：株式会社ダイエー 

 

＜まち、住宅、その他部門＞ 

  ～樹木とＬＥＤ照明の組み合わせにより、 

エコで品格のある空間を創出～ 

     施設名：高輪フォーラム 
     所在地：東京都港区 
     事業者：三菱地所株式会社 
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（２）公用車の燃料使用量  
【 目 標 】 
○ 公用車の燃料使用量については、政府実行計画において、「平成 13年度比

で、平成 22 年度から平成 24 年度までの期間に平均概ね 85％以下とする」こと

が、目標として掲げられており、環境省実施計画では、政府実行計画の目標に

貢献するため、環境省の公用車の利用の効率化を図ることとしています。 

 

○ 本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24 年度、

25 年度目的、目標及び実施計画」において、「公用車の使用に伴う二酸化炭素

排出量を平成 13年度比で概ね 60％以下とする」ことを掲げています。 

 

【 実 績 】 
○ 過去の公用車の燃料使用量は、以下のとおりです。 

 

＜ 公用車の燃料使用量 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

公用車の 

燃料使用量(ＧＪ) 
4,645 5,086 5,366 5,600 6,278 5,777 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 109.5 115.5 120.6 135.2 124.4 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

公用車の 

燃料使用量(ＧＪ) 
5,617 6,024 6,132 6,503 5,721 

8,732 
［240］ 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
120.9 129.7 132.0 140.0 123.2 188.0 

※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 
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＜ 公用車の燃料使用量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

公用車の 

燃料使用量(ＧＪ) 
987 963 941 944 857 766 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 97.6 95.3 95.6 86.8 77.6 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

公用車の 

燃料使用量(ＧＪ) 
727 633 502 577 493 641 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
73.7 64.1 50.9 58.5 49.9 64.9 

 

 
 

○ 原子力規制委員会を除く環境省全体を対象とした平成 24 年度の公用車の燃

料使用量は、平成 23 年度に比べると増加し、平成 13 年度比でも 188.0％と増

加しており、政府実行計画における「平成 13年度比で、平成 22 年度から平成

24 年度までの期間に平均概ね 85％以下とする」という目標を達成しなかった

ため、今後はより一層の努力が必要です。 

 

○ 本省庁舎組織を対象とした平成 24 年度の公用車の燃料使用量は、平成 13 年

度比で 64.9％であり、環境マネジメントシステムで掲げている「公用車の使用

に伴う二酸化炭素排出量を平成 13 年度比で概ね 60％以下とする」という目標

の達成に向けて、今後はより一層の努力が必要です。 

 

○ なお、本省庁舎組織において保有する一般公用車 21 台のうち、電気自動車、

天然ガス自動車、燃料電池自動車を除く 16 台については、Ｅ３（バイオエタ

ノール３％混合ガソリン）を燃料として使用しています。 
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【 公用車の燃料使用量の削減に向けた取組 】 

○ 環境省実施計画においては、「公用車等の効率的利用等」に係る取組として、 

・ 車一台ごとの走行距離、燃費等を把握するなど燃料使用量の調査をきめ細

かく行い、待機時のエンジン停止の励行、急発進、急加速の中止等の環境に

配慮した運転（エコドライブ）を行う。 

・ アイドリングストップ車の導入については、低公害車で公用車の規模等に

条件が合う車種が販売された場合、導入する。 

・ 有料道路を利用する公用車へのＥＴＣ車載器の搭載を本省においては完了

したことに引き続き、地方環境事務所等の車両にも必要に応じて搭載する。 

・ 霞が関地域において、毎月第一月曜日は、（中略）公用車の使用を終日自

粛するものとし、移動手段は徒歩、自転車又は公共交通機関によるものとす

る。 

     等の取組を進めることとしています。 

     また、「公用車の台数の見直し」に係る取組として、「使用実態を精査し、  

公用車の共有化により台数の見直しを行い、その削減を図る」ことを掲げてい

ます。 

この他、自転車の活用についても掲げています。 

 

○ グリーン購入法基本方針において、自動車は排出ガス及び燃費基準値につい

て一定の基準を満たすように判断の基準が定められています。環境省では、環

境省調達方針に基づき、これらの自動車について適切に調達を行ってまいりま

す。 

また、環境配慮契約法基本方針において、価格のみならず燃費を総合的に評

価する総合評価落札方式による自動車の調達を行うことが定められており、環

境省では、これに従った調達を行っています。これらの取組は公用車使用燃料

の削減にも繋がります。（（５）グリーン購入・調達状況  自動車等（自動車） 

参照） 

 

○ 環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、25 年度目的、目標及び実施計

画」においても、「公用車による二酸化炭素排出抑制の効果をより一層高める」

ことを掲げています。 

   

○ 環境省においては、これらの計画等に基づく取組を進め、公用車の燃料使用

量の削減を進めてまいります。 
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（３）用紙使用量  

【 目 標 】 

○ 用紙使用量については、政府実行計画において、「平成 13 年度比で、平成

22 年度から平成 24 年度までの期間に平均で増加させない」ことが、目標とし

て掲げられており、環境省実施計画では、政府実行計画の目標に貢献するため、

用紙類の使用量の削減を図ることとしています。 

 

○ 本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24 年度、

25 年度目的、目標及び実施計画」において、「用紙類の使用を節減し、使用量

を削減する」ことを掲げ、その具体的目標として、「平成 25 年度までの各年

度の使用量を対平成 22年度実績値以下とする」ことを掲げています。 

 

【 実 績 】 

○ 過去の用紙使用量は、以下のとおりです。 

 

＜ 用紙使用量 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

用紙使用量(ｔ) 121 88 113 119 100 106 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

用紙使用量(ｔ) 102 99 93 97 96 
122 

［51］ 

※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 
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＜ 用紙使用量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

用紙使用量(ｔ) 104 70 89 87 76 72 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

用紙使用量(ｔ) 69 67 69 67 64 75 

 

 

○ 原子力規制委員会を除く環境省全体を対象とした平成 24 年度の用紙使用量

は 122ｔであり、平成 13年度の 121ｔから１ｔ増加しているものの、政府実行

計画における「平成 13 年度比で、平成 22 年度から平成 24 年度までの期間に

平均で増加させない」という目標を達成しています。 

 

○ 本省庁舎組織を対象とした平成 24 年度の用紙使用量は 75ｔであり、平成 22

年度の 67ｔを上回っています。環境マネジメントシステムで掲げている「平成

25 年度までの各年度の使用量を対平成 22 年度実績値以下とする」という目標

の達成に向けて、今後はより一層の努力が必要です。 
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【 用紙使用量削減に向けた取組 】 
○ 環境省実施計画においては、 

・ コピー用紙、事務用箋、伝票等の用紙類の年間使用量について、本省では

部局単位で、地方環境事務所等では事務所等単位で把握管理し、削減を図る。 

・ 会議用資料や事務手続の一層の簡素化を図る。 

・ 各種報告書類の大きさ等の規格の統一化を進め、また、そのページ数や部

数についても必要最小限の量となるよう見直しを図る。 

・ 両面印刷・両面コピーの徹底を図るとともに、可能な場合は集約印刷も利

用する。 

     等の取組を進めることとしています。 
 

○ 環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、25 年度目的、目標及び実施計

画」において、用紙類の使用量の削減については 

・ 資料作成に当たっては極力簡潔なものとする。 

・ 印刷やコピー枚数は必要最小限とする。 

・ コピーは両面コピーとする。 

・ ミスコピー等により不要となった片面コピーの用紙類は、その裏面を文書

校正用裏紙、メモ用紙、ファックス送信状等に再利用する。 

・ 用紙類の使用に当たっては、各課室別コピー用紙（Ａ４）使用枠の適切な

設定等により、計画的・効率的な使用を図る。 

    等を掲げています。 

 

○ 環境省においては、これらの計画等に基づく取組を進め、さらなる用紙使用

量の削減を進めてまいります。 
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（４）上水使用量  
【 目 標 】 
○ 上水使用量については、政府実行計画において、「事務所の単位面積当たり

の上水使用量を、平成 13 年度比で、平成 22 年度から平成 24 年度までの期間

に平均で 90％以下にする」ことが、目標として掲げられており、環境省実施計
画では、政府実行計画の目標に貢献するため、上水使用量の削減を図ることと

しています。 

 

○ また、本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成  

24 年度、25 年度目的、目標及び実施計画」において、「上水使用の節減を励

行し、環境省の上水使用量（中央合同庁舎第５号館内の当省専有面積による比

例按分量）を、平成 23年度実績値以下とする」ことを掲げています。 

 

【 実 績 】                                      
○ 過去の上水使用量は、以下のとおりです。 
 
（注）上水使用量については、一部を除き、床面積割合による按分方式で算出して
います（例：中央合同庁舎５号館全体の使用量を、環境省の占める床面積割合
で按分し算出）。 

 

＜ 上水使用量 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

上水使用量(㎥) 156,175 122,475 122,403 130,692 112,348 100,620 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 78.4 78.4 83.7 71.9 64.4 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

上水使用量(㎥) 107,571 100,673 112,717 115,231 92,139 
118,784 
［2,083］ 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
68.9 64.5 72.2 73.8 59.0 76.1 

※［］は原子力規制委員会の数値（外数）。 
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＜ 上水使用量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

上水使用量(㎥) 12,849 13,109 10,586 10,694 10,462 9,628 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

上水使用量(㎥) 10,198 7,115 9,662 9,374 8,710 8,509 

 

 
 
  ＜ 単位面積当たりの上水使用量 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

単位面積当たりの 

上水使用量(㎥/㎡) 
1.60 1.15 1.11 1.15 0.65 0.84 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 71.9 69.4 71.9 40.6 52.5 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

単位面積当たりの 

上水使用量(㎥/㎡) 
0.91 0.78 0.99 1.02 0.84 

1.04 
［0.23］ 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
56.9 48.8 61.9 63.8 52.5 65.0 

※［］内は原子力規制委員会の数値（外数）。 
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＜ 単位面積当たりの上水使用量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

単位面積当たりの 

上水使用量(㎥/㎡) 
0.76 0.78 0.64 0.64 0.64 0.56 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

単位面積当たりの 

上水使用量(㎥/㎡) 
0.60 0.41 0.38 0.54 0.50 0.50 

 

 

○ 原子力規制委員会を除く環境省全体を対象とした平成 24 年度の単位面積当

たりの上水使用量は、平成 13 年度比で 65.0％であり、政府実行計画における

「事務所の単位面積当たりの上水使用量を、平成 13 年度比で、平成 22 年度か

ら平成 24 年度までの期間に平均で 90％以下にする」という目標を達成してい

ます。 
 

○ 本省庁舎組織を対象とした平成 24 年度の上水使用量は、平成 23年度から減

少し、平成 13 年度比でも減少しています。また、環境マネジメントシステム

の「平成 24 年度、25年度目的、目標及び実施計画」に掲げた「上水使用の節

減を励行し、環境省の上水使用量（中央合同庁舎第５号館内の当省専有面積に

よる比例按分量）を、平成 23 年度実績値以下とする」という目標を達成して

います。 
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【 上水使用量削減に向けた取組 】 
○ 環境省実施計画においては、 

・ 家庭と同様の簡便な手法を利用したトイレ洗浄用水の節水を進める。 

・ 必要に応じ、トイレに流水音発生器を設置する。 

・ 水栓には、必要に応じて節水コマを取り付ける。さらに、必要に応じ、水

栓での水道水圧を低めに設定する。 

・ 水漏れの点検を徹底する。 

・ 公用車の洗車方法について、回数の削減、バケツの利用等の改善を極力図

る。 

     等の取組を進めることとしています。 
 

○ 環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、25 年度目的、目標及び実施計

画」において、上水使用の節減については、 

・ 執務室内の張り紙等により、上水使用の節減を励行する。 

・ 給湯室に張り紙を行い、上水使用の節減を励行するとともに、環境省の上

水使用量を把握する。 

・ 上水使用量の節減状況を把握し、状況に応じ節減に向けた取組を図る。 

等を掲げています。 

 

○ 環境省においては、これらの計画等に基づく取組を進め、さらなる上水使用

量の削減を進めてまいります。 
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（５）グリーン購入・調達状況  
 

   総 論  
○ グリーン購入については、グリーン購入法第６条第１項の規定に基づき、国

等が環境物品等の調達を総合的かつ計画的に推進するため、グリーン購入法基

本方針が定められています。平成 24 年度のグリーン購入法基本方針では、紙

類、文具類、オフィス家具等、ＯＡ機器、移動電話、家電製品、エアーコンデ

ィショナー等、温水器等、照明、自動車等、消化器、制服・作業服、インテリ

ア・寝装寝具、作業手袋、その他繊維製品、設備、防災備蓄用品、公共工事及

び役務の 19 の分野について、それぞれ特定調達品目及びその判断基準等が定

められています。 

環境省では、グリーン購入法基本方針に即して、毎年度、環境省調達方針を

作成し、環境物品等の調達目標等を定め、調達を進めています。 

 

○ 環境配慮契約法第５条第１項の規定に基づき、国等が環境配慮契約の推進を

図るため、環境配慮契約法基本方針が定められています。平成 21 年度の環境

配慮契約法基本方針では、電力供給、自動車の購入及び賃貸借、船舶の調達、

省エネルギー改修及び建築物に関する契約が、温室効果ガス等の排出の削減に

重点的に配慮すべき契約として定められています。 

環境省では、環境配慮契約法基本方針に従った契約をしています。 

                               

○ 環境省においては、グリーン購入法に基づき、毎年度、環境物品等の調達の

実績の概要を取りまとめ、公表しています（平成 24 年度の実績については、

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=16844）。 
また、環境配慮契約法に基づき、毎年度、環境配慮契約の締結の実績の概要

を取りまとめ、公表しています（平成 24 年度の実績については、

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=16980）。 
 

○ なお、本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24

年度、25年度目的、目標及び実施計画」において「グリーン購入を実施する」

ことが掲げられており、平成 25 年７月に公表された「環境マネジメントプロ

グラムの達成状況（平成 24 年度）」においては、「平成 24 年度環境省調達方

針に基づき着実に実施」とされています。 

 

 

 

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=16980
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※ 以下では、平成 24 年度のグリーン購入法基本方針で定められた特定調達品

目 19 分野のうち、特に、環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、25 年

度目的、目標及び実施計画」において目的が設定されている以下の分野につい

て、具体的に取り上げることとします。 

・ 自動車等（自動車） 

目的１ 

通常の行政事務に供する公用車への低公害車の導入を 図り、一般

公用車については、低公害車とする。 

・ 家電製品（電気冷蔵庫等） 

目的４ 

フロン系冷媒の排出抑制を進める。（目標 フロン系冷媒の回収・破

壊や非フロン系冷蔵庫の購入・使用を徹底する） 

・ 紙類 

目的12 

再生紙の使用を進める。 

         
   自動車等（自動車）  
【 目 標 】 
○ 平成 24 年度のグリーン購入法基本方針において、自動車については、新し

い技術の活用等により従来の自動車と比較して著しい環境負荷低減を実現し

た自動車として、①電気自動車、②天然ガス自動車、③ハイブリッド自動車、

④プラグインハイブリッド自動車、⑤燃料電池自動車及び⑥水素自動車、⑦ク

リーンディーゼル自動車、並びに排出ガス及び燃料基準値について一定の基準

を満たした⑧ガソリン車、⑨ディーゼル車及び⑩ＬＰガス車であることが、特

定調達物品等の判断の基準とされています。 

 

○ 平成 24 年度の環境省調達方針において、一般公用車については「平成 24年

度に購入する物品及び同年度から新たにリース契約を行うものについては、調

達目標は 100％とする」、一般公用車以外については「平成 24 年度に購入する

物品及び同年度から新たにリース契約を行うものについては、調達目標は

100％とする」としています。 

     

○ また、本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24

年度、25 年度目的、目標及び実施計画」において、「通常の行政事務に供する

公用車への低公害車の導入を図り、一般公用車については、低公害車とする」

ことを掲げ、その具体的目標として、「一般公用車の低公害車比率 100％を維

持する」ことを掲げています。 
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【 実 績 】 

○ 平成 24 年度の一般公用車及び一般公用車以外の調達は、以下のとおりです。 

 

＜ 一般公用車の調達実績 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

品 目 総調達量（台） 
うち、特定調達物品

等の調達量（台） 

特定調達物品等の 

調達率（％） 

電気自動車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 2 2 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 8 8 

ﾚﾝﾀﾙ継続 2 2 

燃料電池自動車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 2 2 

平成 17年排出ガス基準 

75％低減かつ低燃費車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 80 80 

ﾚﾝﾀﾙ継続 40 40 

その他 

購入 0 0 

- ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 0 0 

※原子力規制委員会の調達実績はありません。 

＜ 一般公用車の調達実績 ＞（本省庁舎組織） 

品 目 総調達量（台） 
うち、特定調達物品

等の調達量（台） 

特定調達物品等の 

調達率（％） 

電気自動車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 2 2 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 1 1 

燃料電池自動車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 2 2 

平成 17年排出ガス基準 

75％低減かつ低燃費車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 1 1 

ﾚﾝﾀﾙ継続 0 0 

その他 

購入 0 0 

- ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 0 0 
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＜ 一般公用車以外の自動車の調達実績 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

品 目 総調達量（台） 
うち、特定調達物品

等の調達量（台） 

特定調達物品等の 

調達率（％） 

電気自動車 

購入 0 0 

- ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 0 0 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車 

購入 0 0 

- ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 0 0 

燃料電池自動車 

購入 0 0 

- ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 0 0 

平成 17年排出ガス基準 

75％低減かつ低燃費車 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 4 4 

ﾚﾝﾀﾙ継続 6 6 

その他 

購入 0 0 

100 ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 1 1 

※原子力規制委員会の調達実績はありません。 

 

＜ 一般公用車以外の自動車の調達実績 ＞（本省庁舎組織） 

平成 24 年度において本省庁舎組織では一般公用車以外の自動車の調達実績は

ありません。      

 

 

○ 全ての品目について、特定調達物品等の調達率は 100％を達成しています。

なお、「その他」は、既存の一般公用車数では不足する数の自動車利用が必要

となった場合にレンタカーを利用したものです。 

 

○ 一般公用車において、平成 24 年度にレンタル調達した車両台数は、環境省

全体で前年度の台数（63 台）から 71 台増加し、134 台でした。そのうち 68 台

は、福島環境再生事務所において新規に調達したものです。 

 

   ○ 本省庁舎組織については、一般公用車 21 台全てが低公害車です。 

     

【 特定調達物品等の調達に向けた取組 】 

○ 環境省においては、特定調達物品等の調達率 100％を達成するよう努めると

ともに、本省庁舎組織における一般公用車の低公害車比率 100％を維持するよ

う、適切に調達を行ってまいります。また、燃料電池車を率先して導入してま

いります。 
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 家電製品（電気冷蔵庫等） 

【 目 標 】 

○ 平成 24 年度のグリーン購入法基本方針において、電気冷蔵庫等については、

エネルギー消費効率、オゾン層破壊物質等に関する一定の要件を満たすこと

が、特定調達物品等の判断の基準とされています。 

 

○ 平成 24 年度の環境省調達方針において、電気冷蔵庫等については、「平成

24 年度に購入する物品及び同年度から新たにリース契約を行うものについて

は、調達目標は 100％とする」としています。 

 

○ また、本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24

年度、25 年度目的、目標及び実施計画」において、「フロン系冷媒の排出抑制

を進める」ことを掲げ、その具体的目標として、「フロン系冷媒の回収・破壊

や非フロン系冷蔵庫の購入・使用を徹底する」ことを掲げています。 

 

【 実 績 】 

○ 平成 24 年度の電気冷蔵庫等の調達は、以下のとおりです。 

 

＜ 電気冷蔵庫等の調達実績 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

品 目 総調達量（台） 
うち、特定調達物品等の 

調達量（台） 

電気冷蔵庫 

冷凍庫 

冷凍冷蔵庫 

購入 10 10 

ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 0 0 

   ※原子力規制委員会の調達実績はありません。 

 

＜ 電気冷蔵庫等の調達実績 ＞（本省庁舎組織） 

品 目 総調達量（台） 
うち、特定調達物品等の 

調達量（台） 

電気冷蔵庫 

冷凍庫 

冷凍冷蔵庫 

購入 1 1 

ﾚﾝﾀﾙ新規 0 0 

ﾚﾝﾀﾙ継続 0 0 

 
 
○ 電気冷蔵庫等については、特定調達物品等の調達率は 100％を達成していま

す。 
 
○ 平成 24 年度の本省庁舎組織における冷蔵庫の廃棄台数は１台です。 

 

【 特定調達物品等の調達に向けた取組 】 
○ 環境省においては、引き続き、特定調達物品等の調達率 100％を達成すると

ともに、本省庁舎組織における電気冷蔵庫等の廃棄に当たり、フロン系冷媒の

回収・破壊を徹底してまいります。 
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 紙 類  
【 目 標 】 
○ 平成 24 年度のグリーン購入法基本方針においては、紙類については、情報

用紙（コピー用紙等）、印刷用紙並びに衛生用紙（トイレットペーパー等）に

区分されており、コピー用紙については総合評価値（古紙パルプや間伐材、森

林認証材等の環境に配慮された材料の利用割合等を数値化したもの）が 80 以

上であること、衛生用紙については古紙パルプ配合率 100％であること、その

他の紙類については古紙パルプ配合率 70％以上であること等が特定調達物品

等の判断の基準とされています。 

    

○ 平成 24 年度の環境省調達方針において、紙類については、「調達を実施す

る品目については、調達目標は 100％とする」としています。 

 

○ また、本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24

年度、25年度目的、目標及び実施計画」において、「再生紙の使用を進める」

ことを掲げ、その具体的目標として、「コピー用紙については、古紙パルプ配

合率 100％のものを使用する」ことを掲げています。 

        
【 実 績 】 
○ 平成 24 年度の紙類の調達は、以下のとおりです。 

 

＜ 紙類の調達実績 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

品目 総調達量（kg）
総調達量のうち、 
特定調達物品等の 
調達量（kg） 

総調達量のうち、 
純特定調達物品等の調達量 
（２，３月調達分）（kg） 

特定調達物品等の 
調達率（％） 

コピー用紙 
118,584 

［38,074］ 

118,584 

［38,074］ 

21,494 

［15,152］ 

100 

［100］ 

フォーム用紙 46 46 0 100 

インクジェットカラー

プリンター用塗工紙 
46 46 2 100 

塗工されていない 

印刷用紙 
187 187 13 100 

塗工されている 

印刷用紙 
90 90 23 100 

トイレットペーパー 6,349 6,133 1,144 96.6 

ティッシュペーパー 14 14 2 100 

   ※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 
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＜ 紙類の調達実績 ＞（本省庁舎組織） 

品目 総調達量（kg）
総調達量のうち、 
特定調達物品等の 
調達量（kg） 

総調達量のうち、 
純特定調達物品等の調達量 
（２，３月調達分）（kg） 

特定調達物品等の 
調達率（％） 

コピー用紙 72,917 72,917 13,820 100 

フォーム用紙 0 0 0 0 

インクジェットカラー 

プリンター用塗工紙 
0 0 0 0 

塗工されていない 

印刷用紙 
0 0 0 0 

塗工されている 

印刷用紙 
0 0 0 0 

トイレットペーパー 0 0 0 0 

ティッシュペーパー 0 0 0 0 

 

 

○ 原子力規制委員会を除く環境省全体を対象とした平成 24 年度の紙類の調達

実績については、基準を満たす適合品がないといった事情により、トイレット

ペーパーの特定調達物品等の調達率が 96.6％です。 

 

○本省庁舎組織については、特定調達物品等の調達率は 100％を達成しています。 

 

【 特定調達物品等の調達に向けた取組 】 

○ 平成 25 年度の環境省調達方針において、平成 25 年度に調達を実施する品目

については、調達目標を 100％とすることを盛り込んでいます。 
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  ２．循環利用・アウトプット  

 

（１）温室効果ガス排出量  

【 目 標 】 

○ 温室効果ガス排出量については、政府実行計画において、「平成 13 年度を

基準として、政府の事務及び事業に伴い直接的及び間接的に排出される温室効

果ガスの平成 22年度から平成 24年度までの総排出量の平均を８％削減する」

ことが、目標として掲げられていますが、環境省実施計画においては、「平成

18 年度において 13 年度比で 9.7％削減して（中略）いることに鑑み、19 年度

以降も削減努力を継続、強化し、目標年度である 22～24 年度の総排出量の平

均を 13 年度比で 10％削減する」こととしています。 

 

【 実 績 】 

○ 過去の環境省の温室効果ガス排出量は、以下のとおりです。 

 

＜ 温室効果ガス排出量 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

温室効果ガス排出量 

（ｔＣＯ２） 
6,695 7,659 7,275 7,221 7,332 6,043 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 114.4 108.7 107.9 109.5 90.3 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

温室効果ガス排出量 

（ｔＣＯ２） 
5,055 6,006 5,993 6,064 5,827 

7,120 
［431］ 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
75.5 89.7 89.5 90.6 87.0 106.3 

※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 
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＜ 温室効果ガス排出量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

温室効果ガス排出量 

（ｔＣＯ２） 
1,452 2,118 1,986 1,581 1,474 1,468 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 145.9 136.8 108.9 101.5 101.1 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

温室効果ガス排出量 

（ｔＣＯ２） 
992 1,432 1,261 1,361 1,210 1,399 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
68.3 98.6 86.6 93.7 83.3 96.3 

 

 

 

 

○ 温室効果ガス排出量は、電気使用量、公用車の燃料使用量等を換算して算出

しています。 

 

○ 原子力規制委員会を除く環境省全体を対象とした平成 24 年度の温室効果ガ

ス排出量は、平成 23 年度に比べると増加し、平成 13 年度比でも 6.3％増加し

ており、政府実行計画における「目標年度である 22～24 年度の総排出量の平

均を 13 年度比で 10％削減する」という目標を達成していないため（5.3％削

減）、今後はより一層の努力が必要です。 

 

○ 平成 23 年から平成 24 年にかけて増加した温室効果ガス排出量（1,293ｔＣ

Ｏ２）については、電気使用量による温室効果ガス排出量の増加（1,057ｔＣＯ

２）が大きく、これは主に電気の排出係数の悪化によるものです。 

 

【 温室効果ガス排出量削減に向けた取組 】 

○ 温室効果ガス排出量の削減に向けた取組は、環境省実施計画で具体的かつ詳

細に多数掲げており、そこには、「１．インプット」において記した取組の多

くも含まれますが、ここでは、環境省実施計画に、達成すべき目標として掲げ

られた項目を列記します。 
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≪環境省実施計画≫ 

３．財やサービスの購入・使用に当たっての配慮 

（１）低公害車の導入 

（２）自動車の効率的利用等 

（３）自転車の活用 

（４）エネルギー消費効率の高い機器の導入 

（５）用紙類の使用量の削減 

（６）再生紙などの再生品や木材の活用 

（７）ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）の代替物質を使用した製品等の購

入・使用等の促進等 

（８）その他 

４．建築物の建築、管理等に当たっての配慮 

（１）建築物の建築における省エネルギー対策の徹底 

（２）既存の建築物における省エネルギー対策の徹底 

（３）温室効果ガスの排出の抑制等に資する建設資材等の選択 

（４）温室効果ガスの排出の少ない空調設備の導入 

（５）冷暖房の適正な温度管理 

（６）新エネルギーの有効利用 

（７）水の有効利用 

（８）太陽光発電の導入及び建物の緑化に関する整備計画 

（９）その他 

５．その他の事務・事業に当たっての温室効果ガスの排出の抑制等への配慮 

（１）エネルギー使用量の抑制 

（２）ごみの分別 

（３）廃棄物の減量 

（４）森林の整備・保全の推進 

（５）環境省主催等のイベントの実施に伴う温室効果ガスの排出等の削減 

６．職員に対する研修等 

（１）職員に対する地球温暖化対策に関する研修の機会の提供、情報提供 

（２）地球温暖化対策に関する活動への職員の積極的参加の奨励 

（３）その他 

 

○ 環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、25 年度目的、目標及び実施計

画」においては、温室効果ガス排出量削減に資する取組として、例えば、以下

のようなものを掲げています。 

・ 目的１ 通常の行政事務に供する公用車への低公害車の導入を図り、一般

公用車については、低公害車とする。 

・ 目的２ 事務所の単位面積当たりの電気使用量を、平成 13 年度比で 60％

以下とする。 

・ 目的３ 地球温暖化対策推進のため、クールビズ、ウォームビズの徹底、
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冷暖房運転の調整等により冷暖房温度を適切に設定する。 

・ 目的５ 公用車の使用に伴う二酸化炭素排出量を平成 13 年度比で概ね

60％以下とする。 

・ 目的６ 超過勤務の削減等により、タクシーの使用量を削減し、環境への

負荷を削減する。 

・ 目的７ 上水使用の節減を励行する。 

・ 目的８ 省内における廃棄物の発生抑制のため、リデュース、リユース及

びリサイクルを推進し、省内における廃棄物総量を平成 15 年度

比で概ね 65％以下にすること及び廃棄物中の可燃ゴミの量を同

期間に概ね 57％以下にする。 

・ 目的９ 用紙類の使用を節減し、使用量を削減する。 

・ 目的11 グリーン購入を実施する。 

・ 目的12 再生紙の使用を進める。 

・ 目的13 環境に配慮した契約を推進する。 

 

○ なお、グリーン購入についても、グリーン購入法基本方針に、環境物品等の

調達推進の背景及び意義の１つとして、「当面の地球温暖化対策に関する方針」

（平成 25年３月 15 日地球温暖化対策推進本部決定）に基づき、国等は従来と

同等以上に環境物品等を率先して調達する必要がある旨の記述があります。環

境省では、グリーン購入法基本方針に即して適切に環境省調達方針を作成し、

環境省調達方針に従って適切に調達を行うことで、温室効果ガス排出量削減に

向けた取組を進めます。 

 

○ 環境省においては、これらの計画等に基づく取組を進め、さらなる温室効果

ガス排出量の削減を進めてまいります。 
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【コラム②】「ＷＡＲＭＢＩＺ ＋ ＯＮＥ」 （ウォームビズ・プラス・ワン） 

 

環境省では、平成 17 年度から、冬の地球温暖化対策の一つとして、暖房時の

室温 20℃で心地よく過ごすことのできるライフスタイル「ＷＡＲＭ ＢＩＺ」（ウ

ォームビズ）を推進してきました。 

今年度（平成 25 年度）も、平成 25 年 11 月１日から 26 年３月 31 日までをウ

ォームビズ期間としています。 

今年度は、これまでの「ウォームビズ」の取組に更にもう一つ、楽しく、温か

く、快適に過ごすためのアイテムやアイディア、アクション等をプラスして訴求

する「ＷＡＲＭＢＩＺ ＋ ＯＮＥ」（ウォームビズ・プラス・ワン）というテ

ーマを設定しています。首を温める「巻く」ファッション小物や高機能素材のア

イテムをプラスする、体を温める食材を取り入れる、気軽にできる体操を取り入

れるなど、様々な工夫をプラスして、ライフスタイル全般で「ウォームビズ」の

取組が更に拡大するよう呼び掛けを行っています。また、「ウォームビズ」の中

で、一人ひとりが暖房を使うのではなく、みんなで暖かいところに集まることで

エネルギー消費の削減につなげる「ウォームシェア」を昨年に引き続き呼び掛け

ています。 

 

 

＜ウォームビズ・プラス・ワンロゴ＞      ＜ウォームシェアロゴ＞ 

 

 

 

 

 

  

＜ウォームビズキックオフイベントの様子＞ 
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（２）廃棄物排出量  
【 目 標 】 
○ 廃棄物排出量については、政府実行計画において、「事務所から排出される

廃棄物の量（湿重量）を、平成 13 年度比で、平成 22 年度から平成 24 年度ま

での期間に平均で概ね 75％以下にする」こと及び「廃棄物中の可燃ごみの量を

同期間に概ね 60％以下とする」ことが、目標として掲げられており、環境省実

施計画では、政府実行計画の目標に貢献するため、３Ｒに取り組むことにより、

環境省から排出される廃棄物の量及び可燃ゴミの量の削減を図ることとして

います。 

 

○ 本省庁舎組織を対象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24 年度、

25 年度目的、目標及び実施計画」において、「廃棄物総量につき、平成 15 年

度比で概ね 65％以下とする」こと、及び「可燃ゴミ排出量につき、平成 15 年

度比で概ね 57％以下とする」ことを掲げています。 

 

【 実 績 】 
○ 過去の環境省の廃棄物総量及び可燃ゴミ排出量は、以下のとおりです。 

     

＜ 廃棄物総量 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

廃棄物総量(ｔ) 673 560 393 331 360 385 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 83.2 58.4 49.2 53.5 57.2 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

廃棄物総量(ｔ) 358 370 429 271 291 
350 
［8］ 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
53.2 55.0 63.7 40.3 43.2 52.0 

※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 
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＜ 廃棄物総量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

廃棄物総量(ｔ) 123.5 132.0 42.6 39.3 36.3 27.9 

平成 15 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
- - 100 92.3 85.2 65.5 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

廃棄物総量(ｔ) 30.3 26.5 25.9 27.2 30.3 28.0 

平成 15 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
71.1 62.2 60.8 63.8 71.1 65.7 

 

 

 

＜ 可燃ゴミ排出量 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

可燃ごみ排出量(ｔ) 538 409 285 236 241 142 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 76.0 53.0 43.9 44.8 26.4 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

可燃ごみ排出量(ｔ) 127 223 272 184 202 
226 
［7］ 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
23.6 41.4 50.6 34.2 37.5 42.0 

※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 
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＜ 可燃ゴミ排出量 ＞（本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

可燃ごみ排出量(ｔ) 64.5 68.0 33.5 30.7 25.4 19.2 

平成 15 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
- - 100 91.6 75.8 57.3 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

可燃ごみ排出量(ｔ) 19.4 17.2 18.5 19.5 19.0 20 

平成 15 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
57.9 51.3 55.2 58.2 56.7 59.7 

 

 

 

○ 原子力規制委員会を除く環境省全体を対象とした平成 24 年度の廃棄物総量

及び可燃ゴミ排出量は、平成 13 年度比で、それぞれ 52.0％及び 42.0％であり、

政府実行計画における「事務所から排出される廃棄物の量（湿重量）を、平成

13 年度比で、平成 22 年度から平成 24 年度までの期間に平均で概ね 75％以下

にする」及び「廃棄物中の可燃ごみの量を同期間に概ね 60％以下とする」とい

う目標を達成しています。 

 

○ 本省庁舎組織を対象とした平成24年度の廃棄物総量及び可燃ゴミ排出量は、

平成 15 年度比で、それぞれ 65.7％及び 59.7％であり、環境マネジメントシス

テムの目標の達成に向けて、廃棄物総量の排出削減を進めるなど、今後はより

一層の努力が必要です。 
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【 廃棄物の排出削減に向けた取組 】 
○ 環境省実施計画においては、 

・ 容器又は包装を利用する場合には、簡略な包装とし、当該容器又は包装の

再使用や再生利用を図る。 

・ 使い捨て製品の使用や購入の抑制を図る。 

・ リサイクルルートの確保等を内容とする各庁舎ごとのリサイクル計画を策

定するとともに、実施のための責任者を指名する。 

・ シュレッダーの使用は秘密文書の廃棄の場合のみに制限する。 

・ コピー機、プリンターなどのトナーカートリッジの回収を進め、再使用に

積極的に推進する。 

     等の取組を進めることとしています。 
 

○ 環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、25 年度目的、目標及び実施計

画」において、省内の廃棄物分別の徹底を図るため、 

・ ゴミの分別マニュアルに従い、用紙類（原則重要書類はエコポストに廃棄）、

一般可燃ゴミ、不燃ゴミ、ペットボトル、缶、ビン、紙パック、電池類、段

ボールの９種類に分別する。 

・ 分別ボックスを職員が使いやすく、見やすい場所に置く。 

・ 廃棄物分別の取組状況を把握し、各部局環境管理責任者へ報告し、状況に

応じ分別の徹底に向けた取組を図る。 

等を掲げています。 
また、廃棄物総量の削減を図るため、 
・ 廃棄物の発生抑制のため、エコバッグ等の使用を徹底し、レジ袋等は辞退

する。また、使い捨て商品の購入、使用を避け、リデュース、リユース及び

リサイクルに努める。 

・ 事務用品等において可能なものは再利用、詰め替えて使用する。 

等を掲げています。 
さらに、可燃ゴミ排出量の削減を図るため、 

・ 執務室内の張り紙等により可燃ゴミの削減に関する呼び掛けを行う。 

・ 可燃ゴミ及び不燃ゴミの排出量を把握し、毎月、各部局環境管理責任者へ

報告し、状況に応じ削減に向けた取組を図る。 

等を掲げています。 

 

○ 環境省においては、これらの計画等に基づく取組を進め、さらなる廃棄物排

出量の削減を進めてまいります。 
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（３）中水循環量、総排水量  
○ 本省庁舎組織が置かれている中央合同庁舎５号館においては、排水を全て浄

化した上で中水施設に還流し、同庁舎のみならず他の庁舎での中水としての利

用に供しています。このため、本省庁舎組織においては排水は発生しておらず、

特に、排水に関する目標等は設定していません。 

なお、中央合同庁舎５号館で、排水を浄化して中水施設に還流している量（中

水循環量）は、平成 24年度で 58,459ｍ３、平成 23 年度で 51,184ｍ３、平成 22

年度で 56,203ｍ３、平成 21 年度で 55,887ｍ３、平成 20 年度で 57,400ｍ３、平

成 19 年度で 60,907ｍ３、平成 18年度で 61,229ｍ３です。 

 

○ 環境省（中央合同庁舎５号館）においては、今後も引き続き排水を浄化し、

中水として適切に循環利用してまいります。 
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（４）大気環境への負荷の低減  

【 目 標 】 
○ 大気環境等に係る負荷量そのものに係る定量的データや数値目標はありま

せんが、大気環境等の負荷の低減に資する取組については、本省庁舎組織を対

象とする環境マネジメントシステムでは、「平成 24 年度、25 年度目的、目標

及び実施計画」において、「通常の行政事務に供する公用車への低公害車の導

入を図り、一般公用車については、低公害車とする」こと、「公用車の使用に

伴う二酸化炭素排出量を平成 13 年度比で概ね 60％以下とする」こと、及び「超

過勤務の削減等により、タクシーの使用量を削減し、環境への負荷を削減する」

ことを掲げています。 

 

【 実 績 】 
○ 平成 24 年度においては、本省庁舎組織において保有する一般公用車 21 台に

ついて、全てを低公害車としています。しかし、本省庁舎組織を対象とした公

用車の使用に伴う二酸化炭素排出量について、平成 13 年度比で 71.2％となっ

ていることから、「公用車の使用に伴う二酸化炭素排出量を平成 13 年度比で

概ね 50％以下とする」という目標の達成に向けて、今後はより一層の努力が必

要です。 

 

○ タクシー使用料金の実績については、以下のとおりです。 

 
＜ タクシー使用料金 ＞（原子力規制委員会を除く環境省全体＝本省庁舎組織） 

年度（平成） 13 14 15 16 17 18 

タクシー使用料金(円) 214,941,700 176,824,661 159,043,036 143,391,560 144,105,780 106,911,410 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
100 82.3 74.0 66.7 67.0 49.7 

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 

タクシー使用料金(円) 115,675,590 72,260,460 64,935,430 52,050,460 79,268,940 
82,812,720 

［14,889,880］ 

平成 13 年度を 100 と 

した場合の割合（％） 
53.8 33.6 30.2 24.2 36.9 38.6 

※［］内は原子力規制委員会の値（外数）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 40 - 
 

○ 原子力規制委員会を除く環境省全体を対象とした平成 24 年度のタクシー使

用料金は、平成 13 年度と比較すると、61.4％減となっています。（なお、本

省庁舎組織以外でのタクシー使用の実績はないため、原子力規制委員会を除く

環境省全体の実績が、本省庁舎組織での実績となります。） 

   

【 大気環境への負荷の低減に向けた取組 】 

○ 環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、25 年度目的、目標及び実施計

画」においては、 

・ 通常の行政事務に供する公用車への低公害車の導入を図り、一般公用車に

ついては、低公害車とする。 

を掲げています。また、公用車で使用する燃料の削減を図るため、 

・ ノーカーデー（毎月第一月曜日）において、原則、公用車等の使用を控え

る。 

・ ノーカーデー以外においても、他官庁訪問、近距離出張における公用車の

使用を自粛し、公共交通機関・共用自転車を利用するよう努める。 

・ ノーカーデーの徹底につき、張り紙等により周知を図る。 

・ 燃料消費量の削減状況を把握し、毎月、各部局環境管理責任者へ報告し、

状況に応じ削減に向けた取組を図る。 

等を掲げています。 

さらに、タクシー使用に伴う環境への負荷低減に係る施策として、 

・ 定時退庁日（毎週水曜日）及び早期退庁励行日（毎週金曜日）における定

時退庁を励行する。具体的には、定時退庁日及び早期退庁励行日における勤

務時間外の会議の禁止、国会待機職員等の合理化を図る。 

・ 20 時の消灯以降は、原則、速やかに退庁する。 

・ タクシーの使用状況を把握し、毎月、各部局環境管理責任者へ報告し、状

況に応じ削減に向けた取組を図る。 

等を掲げています。 

 

○ グリーン購入についても、グリーン購入法基本方針において、自動車は排出

ガス及び燃費基準値について一定の基準を満たすように判断の基準が定めら

れています。環境省では、環境省調達方針に基づき、これらの自動車について

適切に調達を行ってまいります。 

また、環境配慮契約法基本方針において、価格のみならず燃費を総合的に評

価する総合評価落札方式による自動車の調達を行うことが定められており、環

境省では、これに従った調達を行っています。これらの取組は大気環境への負

荷の低減にも繋がります。（１．インプット （５）グリーン購入・調達状況

自動車等（自動車） 参照） 

 

○ 環境省においては、これらの取組等を進め、さらなる大気環境への負荷の低

減を進めてまいります。 
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  ３．社会的取組   
 

環境省職員の環境保全活動への参加  
 

○ 環境省においては、全国各地で行われる自主的な環境保全活動を支援するた

め、職員がボランタリーに参加する取組を行っています。 

具体的には、環境省ホームページ上に環境省職員の参加希望受付窓口

（http://www.env.go.jp/volunteer/index.html）を整備し、運営しています。 

 

○ 環境マネジメントシステムの「平成 24 年度、平成 25 年度目的、目標及び実

施計画」において、「環境省の出先機関及び環境省職員が自主的に環境保全活

動を進めることを支援する」ことを掲げています。 

 

   ○ 環境省においては、今後、さらなる環境省職員の環境保全活動への参加を進

めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 42 - 
 

【コラム③】東京ガス千住見学サイト「Ｅｉ-ＷＡＬＫ」を訪問して 

 

 環境問題の解決は、国や自治体、民間企業や国民といった様々な主体の取組によ

り、一歩一歩進められていることから、環境省では、各主体と積極的に交流してい

ます。 

 その一環として、平成 26 年２月に、事務次官以下関係者で、東京ガス千住見学

サイト「Ｅｉ-ＷＡＬＫ」を訪問し、（１）地域全体でエネルギー利用効率を最大

化する「千住スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ）」、（２）家庭におけるエ

ネルギー利用とライフスタイルを提案するコンセプトハウス「暮（Ｋｕ）・楽（Ｒ

ａ）・創（Ｓｏｕ）ハウス」、（３）炎を操る燃焼技術力を体感できる「アス×ラボ」

の３つの施設を見学するとともに、意見交換を行いました。 

「千住スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ）」では、太陽光発電や太陽熱

等の先進的な取組を見学し、再生可能エネルギーと分散型システムの将来像につい

て理解を深めるとともに、技術面、運用面での実情、検討課題について議論しまし

た。 

 「暮（Ｋｕ）・楽（Ｒａ）・創（Ｓｏｕ）ハウス」では、環境配慮技術を含む個々

の技術について具体的な家庭をイメージして結集されており、近い未来を実現可能

なものとして実感しました。 

「アス×ラボ」では、バーナー等の各種設備の最新技術とそれを操る技術者の高

い技術力の一端を体感し、ガスの活用範囲の広さ、環境配慮、及び現場のチカラを

改めて認識しました。 

 この訪問は、分散型エネルギーシステムの促進や再生可能エネルギーの推進、先

進的環境設備技術の活用等、今後の環境行政を検討する上で、大変有意義なものと

なりました。環境省では、様々な機会を活用し、できるだけ多くの方々の御意見・

御知見を得ながら、施策を進めていきます。 

 

 

＜サイト見学の状況＞ 

 

 
（見学の様子） 

 
（真空管式太陽熱集熱器） 
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 環境施策の状況 （政策分野） 
 

「はじめに」に記したとおり、環境配慮方針では、同方針の実施状況について、毎

年、オフィス活動分野及び政策分野について、それぞれ、環境省環境マネジメントシ

ステム及び環境省政策評価実施計画の進行管理の中で評価を行うことにより、自己点

検を実施することとしており、平成 19 年度（平成 18 年度分）までは、この自己点検

の結果を、環境配慮等の状況として公表してきました。本報告書においても、環境施

策の状況（政策分野）については、平成 19年度（平成 18 年度分）までの環境配慮方

針の実施状況の自己点検と同様、環境省政策評価実施計画の進行管理の中で評価を行

うこととし、ここでは、その結果の概要を記すこととします。 

環境省では、政策評価法に基づき、環境省政策評価基本計画を定めており、また、

毎年、事後評価について、環境省政策評価実施計画を策定しています。 

また、環境省では、環境省政策評価基本計画及び環境省政策評価実施計画に基づき、

環境省が実施した施策全てについて評価を行い、その結果は、翌年度における重点施

策の策定、予算・機構定員の要求、制度の新設・改廃等の企画立案作業において、重

要な情報として活用し、反映するよう努めています。 

平成 23 年度に実施した施策については、学識経験を有する第三者からなる政策評

価委員会の助言を得るとともに国民の意見を聴いた上で評価を行っており、その結果

を公表しています。 

詳しくは、http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h24_jigo/jigo.html をご覧下さ

い。 
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平成 24 年度事後評価（政策評価）の概要  

 

平成 24 年度に行った施策については、あらかじめ設定した目標の達成状況や指標の

動向等により、施策に係る現状の把握、課題等の分析を踏まえて評価を行いました。 

評価対象とする施策については、「地球温暖化対策の推進」等の 10の施策（44 目標）

を掲げ、それぞれについて評価を行い、その結果を政策への反映状況として整理してい

ます。 

評価結果の概要は、以下の表のとおりです。 

 

【施策名】 

   地球温暖化対策の推進 

   地球環境の保全 

   大気・水・土壌環境等の保全 

   廃棄物・リサイクル対策の推進 

   生物多様性の保全と自然との共生の推進 

   化学物質対策の推進 

   環境保健対策の推進 

   環境・経済・社会の統合的向上 

   環境政策の基盤整備 

   放射性物質による環境の汚染への対処 

 

 

反映状況 施策体系における対象施策数 

施策の改善・見直し ３４ 

概算要求に反映 ３４ 

機構・定員要求に反映 ５ 

 機構要求に反映 ３ 

定員要求に反映 ４ 
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環 境 報 告 書 

～ 環境配慮促進法に基づく環境配慮等の状況の公表 ～ 
 

 

   平成 26 年３月 

 

環境省総合環境政策局環境計画課 

〒100-8975 東京都千代田区霞が関 1-2-2 

TEL：03-5521-8233 FAX：03-3581-5951 

ホームページ http://www.env.go.jp/ 

                                   

（禁無断転載） 


